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１ 国内外の動向

【持続可能な社会に向けた国際的な枠組など】

○ SDGsの採択（2015.9）

○ パリ協定の発効（2016.11）
• 世界共通の長期目標として、産業革命前からの平均気温の上昇を2℃より十分低く保つともに、1.5℃に
抑える努力を追求することを掲げたパリ協定が発効。
➡１．５℃目標達成をめざし、２０５０年ネット・ゼロの実現に向けた取組みが世界各地で進む。

○ 「昆明・モントリオール生物多様性枠組」（20２２.12）
• COP１５において、２０５０年目標「自然と共生する世界」と、その実現に向けた２０３０年ミッションとして
「自然を回復軌道に乗せるために生物多様性の損失を止め、反転させるための緊急の行動をとる」という
ネイチャーポジティブの考え方が示された。
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➡日本でも、「２０５０年カーボンニュートラル」をめざすことの宣言（２０２０．１０）や、「生物多様
性国家戦略２０２３－２０３０」（２０２３．３策定）にて「ネイチャーポジティブの実現」(2030年
目標)が掲げられた。

「SDGsのウェディングケーキモデル」では、「経済」は「社会」に、「社会」
は「（自然）環境」に支えられて成り立つという考え方が提示。
あらゆる社会活動において、環境・経済・社会の課題の同時解決・統合
的向上の観点を踏まえることが重要。

• 国連持続可能な開発サミットで採択された「持続可能な開発の
ための2030アジェンダ」において、17の目標と169のター
ゲットからなる「持続可能な開発目標（SDGs）」が掲げられた。

SDGsのウェディングケーキモデル



１ 国内外の動向 3

【環境と経済・社会の状況】

○ 今後１０年間に直面する最も深刻な１０のリスクのうち、５つが環境関連。環境問題が人類の
「経済」「社会」の最も重要なリスクとなることが懸念。
（異常気象、地球システムの危機的変化（気候の転換点）、生物多様性の損失、天然資源の不足、汚染）
（「グローバルリスク報告書２０２４」世界経済フォーラム）

ネット・ゼロ（脱炭素）で、循環型で、ネイチャーポジティブな経済システムへの転換が必要。
（相互に関連するこれらの問題の相乗効果を拡大し、トレードオフを最小化する取組みの推進）

○ 世界的に環境と経済成長や産業競争力との関連性が急激に強まっている。
（ESG投資、自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD)等が浸透、GX実現に向けた投資が加速）

○ 日本においては、人口減少・過疎化が進み、地域において利用・管理されてきた道路、農地、
森林等の維持管理が困難となる可能性。手入れ不足になった森林では、防災・減災等、森林
の多面的機能が十分発揮されないことが懸念。

出典：第６次環境基本計画、令和６年度版環境・循環型社会・生物多様性白書（環境省）
大阪のまちづくりグランドデザイン（大阪府・大阪市・堺市）

※ESG投資：環境（Environment）、社会（Social）、企業統合（Governance）といった非財務情報を考慮する投資
※TNFD：自然資本や生物多様性に関するリスクや機会を適切に評価し、開示する国際的な枠組
※GX（グリーントランスフォーメーション）：化石エネルギー中心の産業・社会構造をクリーンエネルギー中心へ転換

➡近年の社会情勢の変化やポストSDGsの議論を踏まえ、第６次環境基本計画やグリーンイン
フラ推進戦略２０２３といった国の計画・方針の目的等に、ウェルビーイング（身体的、精神的、
社会的に良好な状態にあること）の概念が盛り込まれるようになっている。

➡その実現に向けた鍵となる「自然資本の維持・回復・充実」の取組が重要となっている。



１ 国内外の動向 4

【都市計画等のまちづくり・土地利用に関する法令・計画等】（緑の基本計画関係）

年 法令・計画等 趣旨等

２０１４
（H26）

「立地適正化計画制度」創設
（都市再生特別措置法等の改正）

•都市機能を集約し、CO2排出削減や緑地・農地の保全、防災等にも
資する「コンパクト・プラス・ネットーワーク」化によるまちづくりを推進。

２０１５ 「都市農地振興基本法」成立 •良好な生活環境を形成する貴重な緑地や災害時の避難場所として、都市農
地の役割が見直し。農業従事者の高齢化や後継者不足の深刻化。
•都市農業の安定的な継続、都市農業を通じた良好な都市環境の形成。２０１６ 「都市農業振興基本計画」策定

２０１７ 「都市緑地法等」の一部改正 •都市の緑空間を民間の知恵や活力をできる限り活かしながら保全・活用。

２０１８ 「生物多様性に配慮した緑の基本計画
の手引き」策定

•地方公共団体における都市の生物多様性保全に向けた取組促進。

２０１９ 「グリーンインフラ推進戦略」公表
「第２次国土形成計画」策定

•社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト両面において、自然環境が有す
る多様な機能を活用し、持続可能で魅力ある国土・都市・地域づくりを推進。
•国土形成計画にグリーンインフラの取組推進が初めて盛り込まれた。

2020
防災を主流とした「立地適正化計画」の
強化など（「都市再生特別措置法等」の一部改正）

•気候変動の影響により頻発・激甚化する自然災害への対応として、災害リス
クを踏まえた防災まちづくりの目標を設定し、災害に強いまちづくりと併せ
て都市のコンパクト化を推進。

２０２３ 「グリーンインフラ推進戦略２０２３」策
定

•ネイチャーポジティブやカーボンニュートラル、GX等の世界的潮流を踏ま
え、グリーンインフラを一層普及させるとともに、あらゆる場面で実装（ビル
トイン）させていくことをめざす。

２０２４ 「都市緑地法等」の一部改正（５．２９公布）
「緑の基本計画×グリーンインフラ
ガイドライン（案）」公表

•気候変動対策や生物多様性の確保、幸福度（Well-being）の向上等の課
題解決に向けて、都市において緑地の質・量両面での確保を推進。
•市区町村がグリーンインフラの実装を戦略的に推進できるよう策定・改定の
参考となる考え方や根拠等を整理。



１ 国内外の動向 5

【立地適正化計画制度】(2014創設、２０２０強化)

○都市の拡大を抑制、「コンパクト・プラス・ネットワーク」化によるまちづくりを推進。

➡自然災害の頻発・激甚化により、居住誘導区域内で浸水被害を受けるなど、都市機能や居
住の誘導にあたってどのように安全を確保するかという課題が浮き彫りに。

➡立地適正化計画の記載事項として、居住誘導区域内で行う防災対策・安全確保策を定め
る「防災指針」を追加。
（避難路、防災公園等の避難地、避難施設等の整備や警戒避難体制の確保等）



１ 国内外の動向 6

【都市緑地法等の一部改正】（２０１７） 出典：国土交通省HP内「都市緑地法等の一部を改正する法律
（平成29年法律第26号）」概要資料より一部抜粋

➡民間活力を最大限活かして、緑・オープンスペースの整備・保全を効果的に推進し、
緑豊かで魅力的なまちづくりを実現するため、都市緑地法等の６つの法律を改定。
（都市緑地法、都市公園法、生産緑地法、都市計画法、建築基準法、都市再生特別措置法）

➡①都市公園の再生・活性化、②緑地・広場の創出、③都市農地の保全・活用を促進。



１ 国内外の動向 7

出典：「都市公園法改正のポイント」（国土交通省）

【都市緑地法等の一部改正】（２０１７） ①都市公園の再生・活性化

経済成長、人口増加等を背景とした、緑とオープンスペースの量の整備を急ぐステージから、
緑とオープンスペースが持つ多機能性を最大限引き出すことを重視する“新たなステージ”へ
移行が必要。



１ 国内外の動向 8

➡都市緑地法上、農地を「緑地」に定義

➡農地を「宅地化すべきもの」から
「都市にあるべきもの」へと転換

https://www.mlit.go.jp/common/001239615.pdf

【都市緑地法等の一部改正】（２０１７） ②緑地・広場の創出、③都市農地の保全・活用

出典：「都市緑地法改正のポイント」（国土交通省）

https://www.mlit.go.jp/common/001239615.pdf


１ 国内外の動向 9

【都市緑地法等の一部改正】（２０１７） 国の取組等 出典：国土交通省HP内「都市緑地法等の一部を改正する法律
（平成29年法律第26号）」概要資料より一部抜粋



１ 国内外の動向 10

都道府県において基本方針に
基づき広域計画を策定できる
（市町村は基本方針・広域計画を
踏まえて基本計画を策定できる）

【都市緑地法の一部改正】（２０２４）

出典：都市緑地法に基づく基本方針策定に向けた有識者会議第１回資料２（国土交通省）



１ 国内外の動向 11

出典：都市緑地法に基づく基本方針策定に向けた有識者会議第２回資料１（国土交通省）

【国が策定する基本方針の検討状況①】

都道府県の広域計画、市町村の
基本計画における指標等が検討



１ 国内外の動向 12

出典：都市緑地法に基づく基本方針策定に向けた有識者会議第２回資料４（国土交通省）

【国が策定する基本方針の検討状況②】



１ 国内外の動向

【グリーンインフラとは】
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出典：グリーンインフラストラクチャー～人と自然環境のより良い関係を目指して～（H29.3）国土交通省



１ 国内外の動向 14

出典：国土交通省HP

➡環境に関する様々な社会課題の解決が期待



１ 国内外の動向

【緑の基本計画×グリーンインフラガイドライン（案）】（国土交通省）

＜主な地域課題及び検討すべき事項など＞

気候変動

生物多様性

ゼロカーボン

健康増進

にぎわい創出

○雨水流出抑制・浸水軽減
○都市部における暑熱対策

○場の保全・再生・質の向上、都市部内外の生態系ネットワーク化、

環境教育や自然とのふれあいの機会提供

○CO2吸収量の増加

（植栽地の拡大、木材利用の推進など）

○間接的なCO2排出量の削減

（化石燃料の使用抑制・エネルギー使用量低減）

○身体活動の促進する空間整備、植物が身近にある環境の確保、
他者とのコミュニケーション促進

○良好な都市環境や居心地の良い空間の形成、緑に触れる機会の創出

＜重要となるポイント＞
他部局連携、官民連携、広域的な視点

緑の基本計画においてグリーンインフラの考え方を入れることで、みどりの基本計画の内容を
充実・高度化し、関連計画との連携を強化するため、緑の基本計画の策定・改定を行う際に参考
となる考え方や根拠等を整理。
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２ 大阪の状況 （気候変動）

２０１８年9月台風第２１号による
暴風で倒れた木（高槻市）
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○近年、大雨の頻度の増加、台風の大型化の影響、気温の上昇及びヒートアイランド現象によ
る暑熱環境の悪化による熱中症のリスク増加など、気候変動による影響が顕在化。

熱帯夜数 猛暑日 搬送人員数（死亡人数）

２０１８年 ５３ 27 ７，１３８（１２）

２０１９年 38 19 ５,１８２（１４）

２０２０年 47 22 ４,８６９（ ３）

２０２１年 37 15 ２,８４４（ ３）

２０２２年 51 14 ４,６２８（ ３）

２０２３年 61 27 ５,９５１（ １）

出典：過去の気象データ（気象庁）、「熱中症による救急搬送状況」（消防庁）を基に大阪府作成

気象データ及び熱中症救急搬送人員数（大阪府域）

２０12年8月豪雨による浸水被害
（寝屋川市）



２ 大阪の状況 （生物多様性・大阪の自然環境①） 18

出典：大阪府生物多様性地域戦略



２ 大阪の状況 （生物多様性・大阪の自然環境②） 19

出典：大阪府生物多様性地域戦略➡来年度「大阪府レッドリスト」改訂着手予定



２ 大阪の状況 （生物多様性・４つの危機）

第１の危機 開発など人間活動による危機

大阪府の市街化区域面積の推移
（出典：国土交通省 都市計画年報)

○生物多様性の４つの危機は、大阪府においても深刻であり、希少種の種数は上昇傾向。

第３の危機 人間により持ち込まれたものによる危機

シカの推定生息密度の推移
（出典：大阪府シカ第二種鳥獣管理計画を基に作成）

放置された里山林の状況
（写真提供： (地独)環農水研）

写真提供
(地独)環農水研）
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第２の危機 自然に対する働きかけの縮小による危機

第４の危機 気候変動など地球環境の変化による危機

特定外来生物クビアカ
ツヤカミキリ

ナガサキアゲハ分布拡大の状況

（出典：Yoshio and Ishii (1998) より一部改変）
図．クビアカツヤカミキリ被害地域の推移（フラスおよび成虫）
― 平成27年度（府内初確認）からの被害の累積データ ―

２０１５年度末 ２０１９年度末 ２０２３年度末

（森林整備や狩猟などの担い手不足の影響）



２ 大阪の状況 （都市公園面積・緑地の充実度） 21

○大阪府の１人当たりの都市公園面積は、増加傾向にあるが、全国と比べて低い水準にある。
○世界の主要都市における緑地の充実度は、他都市と比較して低水準に留まっている。

■2023年世界都市ランキング
（緑地の充実度）

ランク 都市名

１位 メルボルン

２位 ベルリン

３位 ヘルシンキ

４位 モスクワ

23位 福岡

33位 上海

40位 東京

46位 大阪

出典：（一財）森記念財団「世界の都市総合力ランキング2023」
世界４８都市を対象

■一人当たり都市公園面積（㎡/人）

出典：国土交通省「都市公園データベース」 2023年3月時点

➡都市公園は、都市の魅力を高める重要な要素であることから、引き続き公園面積の拡張を進める
とともに、質を高める取組みが重要。
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２ 大阪の状況 （公園緑地） 22

※公園緑地：都市公園や府民の森などの行政が土地
の担保を有する施設緑地を対象。
規模は概ね10ha以上とし総合的に判断

出典：大阪パークビジョン（２０２１．１２）大阪府・大阪市

○主要で広域的な公園緑地は国や大阪府、大阪市が管理しており、都心部では多様な施設が
ある公園緑地が複数配置されている。一方、臨海部や山麓部、都心から離れた郊外部など
にも配置され、結果、広域的な公園緑地は府域にバランスよく配置されている。

➡既存ストックを含め、既に高いポテンシャルを持っている。



２ 大阪の状況 （公園予算） 23

○大阪府の公園予算について、公園整備の予算は国庫補助の充当割合等により、１０年間で
若干増加しているが、公園管理の予算はほぼ横ばいとなっている。

➡予算上の制約があるなかでも、公園緑地の魅力を高めていくための工夫が必要。
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【参考事例】 うめきた２期区域（グラングリーン大阪） 24

○梅田貨物駅跡地を産学官連携により、約４．５haの都市公園を含む複合施設を整備。
○都心部におけるこれまでにない魅力をもった大規模な「みどり」の空間の創出や、新産業の
創出拠点の形成等により、「『みどり』と『イノベーション』の融合拠点」の実現をめざす。

出典：UR都市機構ホームページ



【参考事例】 新梅田シティ 新・里山 （積水ハウス株式会社） 25

○ 「新梅田シティ」の北側約０．８haの公開空地に「里山」を手本とし、「５本の樹」計画に基づい
た選定種を中心に植栽を行った憩いの空間。

出典：積水ハウス株式会社ホームページ

■「５本の樹」計画
「３本は鳥のために、２本は蝶のために」という想いを込めて、
地域の気候風土や鳥・蝶などと相性の良い在来樹種を中心とし
た植栽による積水ハウスの造園緑化事業のブランドコンセプト

■都市における「里山ネットワークづくり」

「新・里山」で育った竹と稲刈り後のわらを
使用した手作りの堆肥置き場

都心でも鳥や昆虫が採食・休息できる空間を点在させ、郊外の
大きな自然と回廊状につなげることで、生きものが安定的に
生息生育できる環境の確保をめざす



２ 大阪の状況 （都市構造） 26

○大阪都心部から放射・環状方向に発達した鉄道や幹線往路の交通ネットワークを中心に多
様な都市機能が集積し、都市軸を形成。

○土地利用や人口・都市機能の集積状況等を踏まえ、都心部、郊外部、河川空間、周辺山系、
ベイエリアといったゾーニングを設定。

出典：大阪のまちづくりグランドデザイン（２０２３．１２）大阪府・大阪市・堺市

■府域の都市軸 ■府域のゾーニング



２ 大阪の状況 27

【大阪府における関連計画等】

計画名 概 要

地球温暖化対策実行計画（区域施策編）
（２０２１．３月～２０３０年度）

○取組項目の１つに森林吸収・緑化等の推進を提示。
森林整備・木材利用の促進／都市緑化の推進等

大阪府生物多様性地域戦略
（２０２２．３月～２０３０年度）

○生物多様性の４つの危機を乗り越えるため、理解と行動の促進、
自然資本の持続可能な利用や維持・充実、仕組みづくりを推進。

大阪のまちづくりグランドデザイン
（２０２２.12月～2050年） 大阪府・大阪市・堺市

○2050年を目標とした大阪全体のまちづくりの方向性を示したもの。
○「海、山、川などの豊かな自然や農空間との触れ合いを楽しみなが
ら暮らすことができる都市」を将来像の１つとして位置づけ。

都市計画区域マスタープラン
（２０２０.１０月～２０３０）

〇都市計画法に基づき、大阪全体の都市の将来像を明確にし、実現に
向けた基本方針を定めたもの。
○みどりに関する方針については、「みどりの大阪推進計画」に即して、
みどりの保全や創出に努め、多様性ある豊かな都市の形成に努め
る」としている

大阪パークビジョン
（２０２１.12月～２０３１ 大阪府・大阪市）

○大阪の広域的な公園緑地の魅力を高めていくための方向性。
○府市連携強化、機能補完で生み出される相乗効果を府域に波及。

万博のインパクトを活かした大阪の将来
に向けたビジョン
（２０２０～２０４０年度大阪府・大阪市）

〇将来像「世界一わくわくする都市・大阪」の実現するための３つ
の柱のうち、「いのち輝く幸せな暮らし」（Human Well-being）
の「住環境」にて、“自然が再生され、自然にふれあえる環境との共
生”を提示。

※今後、万博レガシーを継承した新・成長戦略「Beyond EXPO ２０２５」
の策定が予定。
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３ 今後の計画推進にあたっての課題整理 29

○安全性かつ持続可能な地域形成
• 総合治水や延焼防止による防災・減災、都市緑化による暑熱環境の緩和
• 資源循環に配慮した森林等の活用（伐採木・間伐材等の木材利用の促進）

○地域の魅力・暮らしの豊かさの向上
• まちの品格・魅力を高める都市部におけるみどりづくりの推進
• ウェルビーイングの向上、地域の賑わいの創出等に寄与するみどりづくり推進

○ 生物多様性の確保

• みどり豊かな自然環境の保全・再生を通じたネイチャーポジティブの実現

○パートナーシップの充実・強化、人材育成
• 府民、民間団体、事業者、行政等の連携・協働による取組促進
• 林業や地域における緑化推進の担い手育成

次期計画の推進にあたって、どのような方向性（基本戦略）をもって進めていくことが重要か。

【検討いただくにあたっての主な論点（たたき台）】


